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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第19期第２四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第18期

第２四半期連結
累計期間 

第19期
第２四半期連結

累計期間 

第18期
第２四半期連結

会計期間 

第19期 
第２四半期連結 

会計期間 
第18期

会計期間 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年
１月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
12月31日 

売上高（百万円）  15,578  18,726  7,926  8,920  32,109

経常利益（百万円）  340  668  131  60  487

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失金額（△）（百万円） 
 132  364  6  △67  58

純資産額（百万円） － －  4,886  5,143  4,843

総資産額（百万円） － －  9,763  15,878  13,367

１株当たり純資産額（円） － －  259.46  272.09  254.83

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 8.15  22.38  0.38  △4.16  3.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 8.12  22.31  0.38  －  3.57

自己資本比率（％） － －  43.1  27.9  31.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 714  △1,236 － －  △2,863

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △187  △179 － －  △288

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △476  1,664 － －  2,810

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  3,557  3,414  3,166

従業員数（人） － －  7,431  7,931  7,881
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  当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

   なお、当第２四半期連結会計期間における報告セグメントに係る主要な関係会社の異動は、以下のとおりでありま

す。 

 （テクノ事業） 

  平成23年４月28日付で㈱ＫＳテクニカルソリューションズの全株式を取得し、連結子会社といたしました。   

  

 当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。  

 （注）１．主要な事業の内容欄には、報告セグメントの名称を記載しております。 

    ２．「議決権の所有割合」欄の（  ）書きは間接所有であり、内数であります。  

  

(1）連結会社の状況 

   （注）従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含む）を記載しております。 

  

(2）提出会社の状況  

  （注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）を記載しておりま

す。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割
合 

(％) 
関係内容

（連結子会社）  

㈱ＫＳテクニカル

ソリューションズ 

東京都豊島区   9

テクノ事業 

（技術系業務請

負、人材派遣）  

 

(100.0)

100.0
役員の兼任１名 

４【従業員の状況】

  平成23年６月30日現在

従業員数（人） 7,931      

  平成23年６月30日現在

従業員数（人） 6,731      
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(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しておりますが、前連結会計年度における事業の種類別セグメントと当連結

会計年度におけるセグメントとの間に変更がないため、前年同四半期比を記載しております。 

  なお、セグメント名称を「各種サービス事業」から「その他」に変更しておりますが、事業区分に変更はな

いため、前年同四半期比較を行っております。 

  

(3）販売実績 

当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。  

３．前第３四半期連結会計期間より「不動産事業」を追加しております。従って、前年同四半期比（％）につき

ましては、記載しておりません。 

４．第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しておりますが、前連結会計年度における事業の種類別セグメントと当連結

会計年度におけるセグメントとの間に変更がないため、前年同四半期比を記載しております。 

  なお、セグメント名称を「各種サービス事業」から「その他」に変更しておりますが、事業区分に変更はな

いため、前年同四半期比較を行っております。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

   

    当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

その他   226            132.4 193   112.8 

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比（％）

ファクトリー事業（百万円）  3,831  111.7

テクノ事業（百万円）  1,460  97.9

Ｒ＆Ｄ事業（百万円）  599  118.7

情報通信事業（百万円）  2,418  108.2

不動産事業（百万円）  27  －

報告セグメント計（百万円）  8,336  108.8

その他（百万円）  583  221.0

合計（百万円）  8,920  112.5

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、年初来、海外経済の回復を背景とした輸出の増加や個人消

費の持ち直しなどから足踏み状態を脱しようとしていたところ、東日本大震災以降は急速に落ち込みました。し

かし、震災に伴う生産設備の損壊やサプライチェーンの寸断に原発問題による電力不足が重なったことにより、

鉱工業生産指数も一時はリーマン・ショック後を上回る過去最大の落ち込みとなりましたが、サプライチェーン

の復旧が迅速に進んだことから、６月の生産は震災前の水準をほぼ回復してきております。世界的な需要の急減

によって景気の急速な悪化が続いたリーマン・ショック後とは異なり、震災後の経済活動の落ち込みは短期間で

留まったものの、電力不足の影響が顕在化する７月から９月にかけては停滞する可能性が高く、大方の予想で

は、生産が震災前の水準を回復するのは今秋以降までずれ込むと言われております。 

当社グループが属する人材ビジネス業界におきましては、震災復旧復興関連で被災者の方々の当面の仕事の確

保や雇用対策等、地域の行政と連携した迅速かつ的確な対応が社会的使命となり、早期の復旧・復興に向け、労

働者派遣法の弾力的運用等を盛り込んだ規制改革要望を経団連が内閣府に提出したものの、厚生労働省からは却

下・否定されており、いろいろな要素が複合している非常時における被災地の復旧現場においても厳しい規制の

もとでの取り組みが求められております。 

このような状況下、当社グループにおきましては、一部取引先において震災影響による工場や事業所の一時操

業休止、生産計画の遅延等が発生したものの、当第２四半期連結会計期間中頃にはほぼ回復し影響は比較的軽微

な中で推移いたしました。震災復旧復興関連におきましては、当社のコンプライアンス力が評価され、厳しい規

制の中にあって、福島県の「がんばろう福島！“絆”づくり応援事業」を３地区で受託する等、社会性の高い事

業にも積極的に取り組んでおります。また、セグメント横断的な人材ビジネスユニット組織により、既存クライ

アントの横展開を図る等の積極的な営業活動を展開いたしました。一方、事業の裾野を広げるために設立した子

会社が運営する不動産事業については、来期以降に向けた販売準備をスタートさせる等、本格的な事業展開を行

いました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は8,920百万円（前年同期比12.5％増）、営業利益は27百万円

（前年同期比79.3％減）、経常利益は60百万円（前年同期比54.0％減）、四半期純損失は67百万円（前年同期は

四半期純利益6百万円）となりました。 

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。これにより事業区分へ与える影響はありませんので、前年同期比較を行

っております。なお、第１四半期連結会計期間より、従来の「各種サービス事業」は「その他」に名称変更いた

しました。  

（ファクトリー事業） 

 ファクトリー事業は、震災後４月の第２週までは直接的に被害を受けた東北地域とサプライチェーンの寸断に

より自動車関連で操業休止等が発生した九州地域で非稼働による影響を受けたものの、その後は急速に回復し、

当第２四半期連結会計期間末には99％以上の稼働率を維持しております。また、九州地域を中心に生産リカバリ

ーのための増員等もあり、在籍数も増加いたしました。 

 以上の結果、売上高は3,831百万円（前年同期比11.7％増）、セグメント利益は149百万円（前年同期比30.8％

減）となりました。 

（テクノ事業） 

 テクノ事業は、設計開発分野において、自動車部品関連、半導体・製造装置関連を中心に受注を獲得し、新卒

採用者の早期配属等による在籍数の増加に加え、安定した稼働率を確保することができ、順調に推移いたしまし

た。売り手市場方向に向かいつつある中、さらなる採用強化を進めております。 

 以上の結果、売上高は1,460百万円（前年同期比2.1％減）、セグメント利益は102百万円（前年同期比112.5％

増）となりました。 

（Ｒ＆Ｄ事業） 

 Ｒ＆Ｄ事業は、震災の影響も少なく、医薬・化学分野において受注が拡大し順調に推移いたしました。新卒採

用が在籍に大きく寄与、それに伴い配属数も大幅に拡大した事によって過去最高の在籍数と配属数を確保する事

ができました。また稼働率についても受注拡大した事によって安定して推移することができました。 

 以上の結果、売上高は599百万円（前年同期比18.7％増）、セグメント利益は42百万円（前年同期比158.3％

増）となりました。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（情報通信事業） 

 情報通信事業は、Androidに代表されるスマートフォンの販売好調が売上を下支えしている間に、苦戦が続くテ

レマーケティング・法人向け事業における体制のスリム化と再構築を図っております。販売後に発生するストッ

ク収入については順調に推移いたしました。 

 以上の結果、売上高は2,418百万円（前年同期比8.2％増）、セグメント利益は59百万円（前年同期比44.5％

減）となりました。 

（不動産事業） 

当事業の営業基盤である首都圏マンション市場は、リーマンショック以後大きく低迷しておりましたが、2010

年の供給戸数が前年比22.4％増の44,535戸と６年ぶりに前年水準を上回り、2011年も2010年比12.3％増の５万戸

の見通し（不動産経済研究所）と復調の兆しを見せておりました。 

ところが、3月11日に発生した東日本大震災の影響による販売の自粛や発売時期を延期する物件が相次ぎ、全体

の供給が大きく落ち込みました。その結果、2011年上半期における首都圏マンション供給戸数は前年同期比9.8％

減の18,198戸（不動産経済研究所）と当初見込みを下回ることとなりました。 

一方で、マンションの安全性が再認識され、広告宣伝活動の自粛等があったものの、同期間の初月契約率は

79.5％と18カ月連続で70％を上回り、堅調に推移いたしました。 

このような状況下において、当社グループでは費用対効果を追求した販売活動と採算性を重視した仕入活動を

行った結果、来期以降の収益基盤の確保を行いました。 

不動産事業においては、顧客への引渡時に売上が計上されるため、その引渡時期により四半期ごとの売上高に

偏りが生じる傾向にあります。なお、第１四半期連結会計期間において通期計画の販売物件の引渡を完了してお

ります。 

以上の結果、売上高は27百万円、セグメント損失は99百万円となりました。 

（その他） 

半導体関連の部品・部材調達事業については、主要取引先における前工程の生産減により、後工程（組立）で

ある海外拠点からの発注も減少したため、受注が計画を下回りました。生産に必要な部材メーカーの生産工場に

震災による影響が出ており、厳しい状況が続いております。 

地理情報システム（ＧＩＳ）、障がい者教育・雇用支援を中心に事業展開を行っている九州地理情報㈱につい

ては、行政官庁からの地図メンテナンスや電子化業務の受注が多いため、売上利益の多くが３月に集中する傾向

がありますが、当第２四半期連結会計期間における実績は前年を上回ることができております。 

教育事業を行っている㈱アドバンについては、主力のWeb系分野の教材販売売上が伸びている他、緊急人材育

成・就職支援基金事業による認定職業訓練講座の運営にも積極的に取り組んでおります。 

 以上の結果、売上高は583百万円（前年同期比121.0％増）、セグメント利益は3百万円（前年同期はセグメント

損失63百万円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は3,414百万円となり、前連結会計年度末と比較

して247百万円の増加となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは1,236百万円の支出となりました。主なプラス要因は、税金等調整前四半

期純利益569百万円に加えて仕入債務の増加額282百万円、未払費用の増加額290百万円等によるものであり、主な

マイナス要因は、販売用不動産の増加額1,991百万円、売上債権の増加額294百万円等によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは179百万円の支出となりました。主なマイナス要因は、投資有価証券の取

得による支出100百万円、貸付けによる支出91百万円等によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは1,664百万円の収入となりました。主なプラス要因は、短期借入金の純増

加額2,469百万円等によるものであり、主なマイナス要因は、長期借入金の返済による支出794百万円等でありま

す。 

   

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

   

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約

権の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

  

  １．旧商法第280条ノ19第２項の規定に基づき発行した新株引受権は、次のとおりであります。 

①平成13年12月21日臨時株主総会決議 

（注）時価を下回る価額で新株発行（転換社債の転換及び新株予約権証券による権利行使の場合は除く。） すると

きは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 また、株式の分割または併合を伴う場合、発行価額は当該分割または併合の比率に応じ比例的に調整される

ものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  54,000,000

計  54,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  16,769,100  16,791,600

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）  

単元株式数 

100株  

計  16,769,100  16,791,600 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個） － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  30,300

新株予約権の行使時の払込金額（円）  78

新株予約権の行使期間 
自平成14年１月１日 

至平成23年12月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    78 

資本組入額   39 

新株予約権の行使の条件 
権利行使時においても当社取締役または使用人であるこ

とを要する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金額 

調整後発行価額＝調整前発行価額×
新株発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 
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２．旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年９月６日臨時株主総会決議 

（注）新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）また

は自己株式の処分が行われる場合、払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げます。 

  

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  20,100

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  20,100

新株予約権の行使時の払込金額（円）  78

新株予約権の行使期間 
自平成14年９月７日 

至平成24年９月６日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    78 

資本組入額   39 

新株予約権の行使の条件 
社外の特定支援者を除き、権利行使時においては、当社

取締役または使用人であることを要する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当り払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
新株発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 
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②平成15年９月12日臨時株主総会決議 

（注）新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）また

は自己株式の処分が行われる場合、払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げます。 

  

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  22,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  22,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）  78

新株予約権の行使期間 
自平成15年10月１日 

至平成25年９月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    78 

資本組入額   39 

新株予約権の行使の条件 
権利行使時においても当社または当社子会社の取締役ま

たは使用人であることを要する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当り払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
新株発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 
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③平成16年８月18日臨時株主総会決議 

（注）新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）また

は自己株式の処分が行われる場合、払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げます。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

   

 （注）新株引受権及び新株予約権の権利行使による増加であります。 

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  9,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  9,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  94

新株予約権の行使期間 
自平成16年９月１日 

至平成26年８月18日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    94 

資本組入額   47 

新株予約権の行使の条件 

社外の特定支援者を除き、権利行使時においては、当社

または子会社の取締役または使用人であることを要す

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当り払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
新株発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日 
 9,000  16,769,100  0  699  0  862

2011/08/10 20:02:2611754276_第２四半期報告書_20110810200216

- 10 -



 （注）当社は自己株式496,351株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.95％）を所有しておりますが、当該自

己株式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」から除外しております。 

   

（６）【大株主の状況】

   平成23年６月30日現在

 氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

ＩＩＤＡ総研株式会社 
北九州市小倉北区米町1丁目1-

12  
 4,500,000  26.83

伊井田 栄吉 北九州市小倉北区  3,361,500  20.04

株式会社山口銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式

会社）  

東京都中央区晴海1丁目8-12晴

海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーＺ棟 

 709,200  4.22

安部 南鎬 福岡市南区  635,200  3.78

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜2丁目4-6  499,000  2.97

株式会社西日本シティ銀行 
福岡市博多区博多駅前3丁目1番

1号 
 300,000  1.78

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロ

ンドン エス エル オムニバス アカウント  

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀

行決済営業部）  

東京都中央区月島4丁目16-13  253,800  1.51

三井金属鉱業株式会社 東京都品川区大崎1丁目11番1号  225,000  1.34

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
東京都千代田区丸の内2丁目7番

1号 
 180,000  1.07

ジェーピー モルガン チェース バンク 

380084 （常任代理人 株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）  

東京都中央区月島4丁目16-13  152,700  0.91

計 －  10,816,400  64.50
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①【発行済株式】 

 （注）単元未満株式数には、当社保有の自己株式が51株含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     496,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    16,272,500  162,725 － 

単元未満株式 普通株式       300 － 
一単元（100株） 

未満の株式  

発行済株式総数  16,769,100 － － 

総株主の議決権 －    162,725 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱ワールドインテック 
北九州市小倉北区馬借１丁

目３番９号 
 496,300  －  496,300  2.95

計 －  496,300  －  496,300  2.95

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円）  158  185  222  257  248  245

最低（円）  131  140  90  151  192  211

３【役員の状況】

(2）役職の異動 

(1）退任役員 

  

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役執行役員 特定請負部長 塚原 圭二 平成23年７月15日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長兼
社長執行役員 

最高経営責任者兼最

高執行責任者兼人材

ビジネスユニット本

部長 

代表取締役会長
最高経営責任者兼人

材ビジネスユニット

本部長 
伊井田 栄吉 平成23年４月１日

代表取締役副社長
執行役員 

グループ事業本部長 代表取締役社長執
行役員 

最高執行責任者兼グ

ループ事業本部長 菅野 利彦 平成23年４月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平

成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,410 3,162

受取手形及び売掛金 3,884 3,571

有価証券 10 10

商品及び製品 335 283

販売用不動産 － 47

仕掛品 41 129

仕掛販売用不動産 ※1  5,868 ※1  3,829

繰延税金資産 48 48

その他 346 435

貸倒引当金 △7 △12

流動資産合計 13,937 11,505

固定資産   

有形固定資産 ※2  660 ※2  682

無形固定資産   

のれん 105 55

その他 70 65

無形固定資産合計 175 121

投資その他の資産   

投資有価証券 406 359

繰延税金資産 153 151

その他 547 548

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 1,105 1,057

固定資産合計 1,941 1,861

資産合計 15,878 13,367

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 741 496

不動産事業未払金 87 －

短期借入金 4,763 2,397

未払費用 2,517 2,212

未払法人税等 225 305

賞与引当金 38 29

役員賞与引当金 － 6

その他 879 998

流動負債合計 9,252 6,445

固定負債   

長期借入金 1,130 1,761

退職給付引当金 313 278

役員退職慰労引当金 27 25

その他 11 11

固定負債合計 1,483 2,077

負債合計 10,735 8,523
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 699 697

資本剰余金 862 860

利益剰余金 2,997 2,706

自己株式 △100 △100

株主資本合計 4,458 4,164

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12 △8

為替換算調整勘定 △18 △18

評価・換算差額等合計 △30 △26

少数株主持分 715 706

純資産合計 5,143 4,843

負債純資産合計 15,878 13,367
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 15,578 18,726

売上原価 12,684 15,152

売上総利益 2,893 3,574

販売費及び一般管理費 ※1  2,606 ※1  3,058

営業利益 287 515

営業外収益   

投資事業組合運用益 － 10

助成金収入 43 71

設備支援金 19 6

保険解約返戻金 － 88

その他 33 31

営業外収益合計 96 207

営業外費用   

支払利息 6 19

投資事業組合運用損 19 3

固定資産除却損 － 13

その他 16 17

営業外費用合計 42 54

経常利益 340 668

特別利益   

受取補償金 － ※2  85

特別利益合計 － 85

特別損失   

投資有価証券評価損 － 2

災害による損失 － ※3  176

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

特別損失合計 － 184

税金等調整前四半期純利益 340 569

法人税等 159 196

少数株主損益調整前四半期純利益 － 373

少数株主利益 48 9

四半期純利益 132 364
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 7,926 8,920

売上原価 6,481 7,361

売上総利益 1,444 1,558

販売費及び一般管理費 ※1  1,312 ※1  1,531

営業利益 132 27

営業外収益   

投資事業組合運用益 － 10

助成金収入 11 36

設備支援金 9 5

その他 13 18

営業外収益合計 34 71

営業外費用   

支払利息 3 11

投資事業組合運用損 19 3

固定資産除却損 － 13

その他 13 10

営業外費用合計 35 38

経常利益 131 60

特別利益   

受取補償金 － ※2  38

特別利益合計 － 38

特別損失   

災害による損失 － ※3  57

特別損失合計 － 57

税金等調整前四半期純利益 131 42

法人税等 82 95

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △53

少数株主利益 42 14

四半期純利益又は四半期純損失（△） 6 △67
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 340 569

減価償却費 52 60

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

のれん償却額 47 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △28 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 12 7

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27 34

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 2

受取利息及び受取配当金 △2 △3

支払利息 6 19

投資有価証券評価損益（△は益） － 2

売上債権の増減額（△は増加） △509 △294

たな卸資産の増減額（△は増加） 261 34

販売用不動産の増減額（△は増加） － △1,991

仕入債務の増減額（△は減少） 172 282

未払費用の増減額（△は減少） 266 290

未払消費税等の増減額（△は減少） 43 24

その他 △45 △54

小計 647 △1,009

利息及び配当金の受取額 2 2

利息の支払額 △6 △20

法人税等の支払額 △130 △280

法人税等の還付額 202 71

営業活動によるキャッシュ・フロー 714 △1,236

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △82 △6

定期預金の払戻による収入 82 6

新規連結子会社の取得による支出 △28 －

新規連結子会社の取得による収入 － 25

有形固定資産の取得による支出 △34 △50

無形固定資産の取得による支出 △31 △14

投資有価証券の取得による支出 △50 △100

投資有価証券の売却による収入 － 50

敷金及び保証金の純増減額（△は増加） 0 △1

貸付けによる支出 △50 △91

その他 7 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △187 △179
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △127 2,469

長期借入れによる収入 － 60

長期借入金の返済による支出 △275 △794

リース債務の返済による支出 △4 △1

株式の発行による収入 － 2

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △69 △72

財務活動によるキャッシュ・フロー △476 1,664

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 47 247

現金及び現金同等物の期首残高 3,510 3,166

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,557 ※1  3,414
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  ㈱ＫＳテクニカルソリューションズは、平成23年４月28日の株式取得に伴

い当第２四半期連結会計期間より連結子会社となりました。なお、みなし取

得日を当第２四半期連結会計期間末としており、当第２四半期連結累計期間

は貸借対照表のみを連結しております。  

２．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ０百万円減少し、税金等調

整前四半期純利益は６百万円減少しております。  

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用

により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

  

２．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約返戻

金」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。

なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険解約返戻金」は５百万円でありま

す。   

  

３．前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却

損」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。

なお、前第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は４百万円でありま

す。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用

により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却

損」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。

なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は４百万円でありま

す。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

 固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算出する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

 税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

※１ 担保資産 

    担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められるものは、次のと

おりであります。 

仕掛販売用不動産 5,462百万円

※１ 担保資産 

  

  

   

  

仕掛販売用不動産 3,774百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

730 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。  

704

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 67百万円

給与手当 1,161  

賞与引当金繰入額 26  

退職給付費用 14  

役員退職慰労引当金繰入額 1  

福利厚生費 167  

減価償却費 49  

賃借料 241  

のれん償却額 47  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 80百万円

給与手当 1,270  

賞与引当金繰入額 19  

退職給付費用 16  

役員退職慰労引当金繰入額 2  

福利厚生費 197  

減価償却費 57  

賃借料 282  

のれん償却額 8  

          ────── ※２ 受取補償金 

   震災の影響による取引先の工場及び事業所の操業休
止等に伴う受取補償金であります。 

          ────── ※３ 災害による損失 

   災害の影響により不就労を余儀なくされた従業員に

対しての見舞金であります。 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 37百万円

給与手当 584  

賞与引当金繰入額 0  

退職給付費用 6  

役員退職慰労引当金繰入額 1  

福利厚生費 85  

減価償却費 25  

賃借料 121  

のれん償却額 24  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 39百万円

給与手当 641  

賞与引当金繰入額 －  

退職給付費用 7  

役員退職慰労引当金繰入額 1  

福利厚生費 99  

減価償却費 29  

賃借料 141  

のれん償却額 4  

          ────── ※２ 受取補償金 
   震災の影響による取引先の工場及び事業所の操業休

止等に伴う受取補償金であります。 

          ────── ※３ 災害による損失 

   災害の影響により不就労を余儀なくされた従業員に

対しての見舞金であります。 
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当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至

平成23年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

  
３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
 配当金支払額 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在） （平成23年６月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 3,630百万円 

有価証券 10  

 計 3,640  

預入期間が３か月を超える

定期預金 
△82  

現金及び現金同等物 3,557  
  

現金及び預金勘定 3,410百万円 

有価証券 10  

 計 3,420  

預入期間が３か月を超える

定期預金 
△6  

現金及び現金同等物 3,414  

（株主資本等関係）

普通株式  16,769,100株 

普通株式 496,351株 

  
決議  

  
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月17日 

取締役会 
普通株式  73 4.5 平成22年12月31日 平成23年３月22日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

    ２．各事業の主なサービス 

      （1）ファクトリー事業‥‥製造系業務請負及び人材派遣等 

      （2）テクノ事業‥‥技術系業務請負及び人材派遣等 

      （3）Ｒ＆Ｄ事業‥‥研究開発系人材派遣等 

      （4）各種サービス事業‥‥販売系人材派遣、人材紹介、半導体関連の部品・部材調達、総合人材派遣、シス

テム開発の受託業務、修理サービスの業務請負、パソコンスクール事業、不動産

事業等 

      （5）情報通信事業‥‥コールセンター、ＯＡ機器販売、通信機器販売等 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
ファクトリ
ー事業 

（百万円）

テクノ事業 
（百万円） 

Ｒ＆Ｄ事業
（百万円）

各種サービ
ス事業 

（百万円）

情報通信事
業 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客

に対する

売上高 

 3,431  1,490  504  264  2,235  7,926  －  7,926

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高 

 －  5  －  7  －  13 ( )13  －

計  3,431  1,496  504  271  2,235  7,939 ( )13  7,926

営業利益又

は営業損失

（△） 

 215  48  16  △63  108  324 ( )192  132
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前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年６月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

    ２．各事業の主なサービス 

      （1）ファクトリー事業‥‥製造系業務請負及び人材派遣等 

      （2）テクノ事業‥‥技術系業務請負及び人材派遣等 

      （3）Ｒ＆Ｄ事業‥‥研究開発系人材派遣等 

      （4）各種サービス事業‥‥販売系人材派遣、人材紹介、半導体関連の部品・部材調達、総合人材派遣、シス

テム開発の受託業務、修理サービスの業務請負、パソコンスクール事業、不動産

事業等 

      （5）情報通信事業‥‥コールセンター、ＯＡ機器販売、通信機器販売等 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年６月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  
ファクトリ
ー事業 

（百万円）

テクノ事業 
（百万円） 

Ｒ＆Ｄ事業
（百万円）

各種サービ
ス事業 

（百万円）

情報通信事
業 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客

に対する

売上高 

 6,578  2,900  1,007  1,108  3,984  15,578  －  15,578

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高 

 －  23  －  22  －  45 ( )45  －

計  6,578  2,923  1,007  1,130  3,984  15,623 ( )45  15,578

営業利益  377  135  50  22  121  707 ( )420  287

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象として商品・役務別に「ファクトリー事業」、「テ

クノ事業」、「Ｒ＆Ｄ事業」、「情報通信事業」、「不動産事業」としております。 

各事業の概要は以下のとおりであります。  

   （1）ファクトリー事業‥‥製造系業務請負及び人材派遣等  

      （2）テクノ事業‥‥技術系業務請負及び人材派遣等 

      （3）Ｒ＆Ｄ事業‥‥研究開発系人材派遣等 

      （4）情報通信事業‥‥コールセンター、ＯＡ機器販売、通信機器販売等 

      （5）不動産事業‥‥不動産売買業、不動産開発分譲、不動産販売代理、不動産に関するコンサルティング業

務等   

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年６月30日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、販売系人材派遣、施工管理系

人材派遣、人材紹介、総合人材派遣、半導体関連の部品・部材調達、システム開発の受託業務、修理サービ

スの業務請負、パソコンスクール事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△464百万円には、セグメント間取引消去△13百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△451百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
ファクト
リー事業 

テクノ
事業 

Ｒ＆Ｄ事
業  

情報通信
事業 

不動産
事業 

計

売上高                     

外部顧客への

売上高 
7,687 2,855 1,157 4,434 1,350 17,485 1,240 18,726 － 18,726 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

0 12 － － － 12 66 79 △79 － 

計 7,687 2,867 1,157 4,434 1,350 17,498 1,306 18,805 △79 18,726 

セグメント利益 341 203 108 66 238 958 21 980 △464 515 
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当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、販売系人材派遣、施工管理系

人材派遣、人材紹介、総合人材派遣、半導体関連の部品・部材調達、システム開発の受託業務、修理サービ

スの業務請負、パソコンスクール事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△230百万円には、セグメント間取引消去△６百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△223百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

重要な変動はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
ファクト
リー事業 

テクノ
事業 

Ｒ＆Ｄ事
業  

情報通信
事業 

不動産
事業 

計

売上高                     

外部顧客への

売上高 
3,831 1,460 599 2,418 27 8,336 583 8,920 － 8,920 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ 6 － － － 6 38 44 △44 － 

計 3,831 1,466 599 2,418 27 8,342 622 8,964 △44 8,920 

セグメント利益 149 102 42 59 △99 254 3 257 △230 27 
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１．１株当たり純資産額 

   

２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

 （注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 272.09円 １株当たり純資産額 254.83円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 8.15円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
8.12円

１株当たり四半期純利益金額 22.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
22.31円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益金額（百万円） 132  364

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
 －  －

普通株式に係る四半期純利益金額

（百万円） 
132  364

普通株式の期中平均株式数（株）    16,231,800     16,261,438

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
    

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  63,259  50,913

（うち新株予約権（株））  (63,259)  (50,913)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 －  －
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 （注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

        該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 0.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
0.38円

１株当たり四半期純損失金額（△） △4.16円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△） 
    

四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（百万円） 
6  △67

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
 －  －

普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）（百

万円） 

6  △67

普通株式の期中平均株式数（株）    16,231,800     16,266,741

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
    

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  69,233  －

（うち新株予約権（株））  (69,233)  －

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 －  －

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月６日

株式会社ワールドインテック 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 本野 正紀  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中野 宏治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワール

ドインテックの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ワールドインテック及び連結子会社の平成22年６月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月10日

株式会社ワールドインテック 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 本野 正紀  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中野 宏治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワール

ドインテックの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ワールドインテック及び連結子会社の平成23年６月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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